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平成 27年 9月 7日 

各  位 

         会 社 名  Ｇ Ｍ Ｏ リ サ ー チ 株 式 会 社 

   代 表 者 名  代 表 取 締 役 社 長  細 川  慎 一 

   （コード：3695 東証マザーズ） 

問 合 せ 先   取 締 役 経 営 管 理 本 部 長  吉 田  浩 章 

（TEL：03-5962-0037） 

 

Ignite Vision Holdings Limitedへの出資に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、更なる中国売上の伸長を目的として Ignite Vision Holdings Limited

に対し出資を行うことを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．出資の理由 

当社は、昨年 10 月の上場時より、「アジア No.1 のマーケティング・ソリューション・プラットフォーマ

ーに。そして世界へ」という目標を掲げ、アジアでのリサーチ市場の開拓と売上の向上に努めております。

こうした中、2015 年第２四半期におけるアジアでの売上高は前年同期比 315％を達成いたしました。特に中

国の売上高は前年同期比 300％を達成しており、アジアにおけるもっとも重要な市場となっております。 

中国のリサーチ市場では、著しい速さで拡大してきた中国景気の成長速度が落ちてきたことを背景に、従

来の調査より割安感のあるインターネット調査へのシフトが加速しております。一方で、当社の収益伸長の

源泉である消費者パネル
※1

は、中国への旺盛な需要に十分に対応できておりません。 

そこで当社は、（１）中国国内顧客へのインターネット調査売上の拡大、（２）中国国外顧客からの中国市

場に対するインターネット調査売上の拡大、（３）消費者パネルの調達コスト削減、という３点の実現を目

指し、連結子会社である GMO RESEARCH PTE. LTD を通じて、Ignite Vision Holdings Limited の１百万 US

ドルの増資（出資比率 12.16％）に応じることを決定いたしました。 

Ignite Vision Holdings Limited は、インターネットを使った広告事業及びリサーチ事業を展開する

Ignite Vision Limited（以下 Ignite Vision）の純粋持株会社です。Ignite Vision は、中国国内に強力な

アフィリエイトネットワークを有する成長著しい会社であり、媒体ネットワークは 500 を超え、3000 万人

を超えるユーザーにリーチが可能となっております。今回の出資により当社と Ignite Vision は両社のプラ

ットフォームの連携に合意しており、両社の強みを活かした商品力の強化に努めてまいります。 

当社は、この資本提携により、中国国内において最大規模の消費者パネルを有する見込みであり、更なる

中国売上の伸長を目指します。 

  

 
※1 消費者パネルとは、インターネットを通じて調査に回答する一般消費者やビジネスパーソンのことを意味します。 
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２．出資元の概要 

（１） 名 称 GMO RESEARCH PTE. LTD. 

（２） 所 在 地 20 Anson Road #09-02 Twenty Anson, Singapore 079912 

（３） 代表者の役職・氏名 DIRECTOR  細川 慎一 

（４） 事 業 内 容 インターネットリサーチ事業 

（５） 資 本 金 674,160シンガポールドル 

 

３．Ignite Vision Holdings Limited の概要 

（１） 名 称 Ignite Vision Holdings Limited 

（２） 所 在 地 
British Virgin Island 1598063, TrustNet Chambers, P.O. Box 3444, Road 

Town, Tortola, British Virgin Islands 

（３） 代表者の役職・氏名 Chairman of the Board   Joseph Lam 

（４） 事 業 内 容 
中国、香港、台湾におけるアフェリエイトネットワーク事業を行う Ignite 

Vision Limited の持株会社 

（５） 資 本 金 3,380,000 香港ドル 

（６） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資本関係 当社と当該会社との間に、記載すべき資本関係はありません。 

人的関係 当社と当該会社との間に、記載すべき人的関係はありません。 

取引関係 当社と当該会社との間に、記載すべき取引関係はありません。 

 

４．今後の見通し 

本件は、2015年度下期より施策等が開始されることより、本年度の連結業績への影響は軽微です。 

  

以 上 


